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令和 ３  年 ３ 月 ２３ 日 

 

 

 

    京都府労働委員会会長 様 

  

 

申 立 人    関西非正規等労働組合                                                  

 

 代 表 者  執行委員長 橋口 昌治                                

                

 

           

 

 

申      立      書  

 

 

  労 働 組 合 法 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 １ ７ ４ 号 ）

第 ７ 条 第 ２ 号 及 び 第 ３ 号 違 反 に つ い て 、 労 働

委 員 会 規 則 （ 昭 和 ２ ４ 年 中 央 労 働 委 員 会 規 則

第 １ 号 ） 第 ３ ２ 条 に よ り 、 下 記 の と お り 申 し

立 て ま す 。  

 

 

記  

 

                                   

１ 当事者         
 

所 在 地       京都市南区東九条上御霊町６４－１  

               アンビシャス梅垣ビル１階  

 

申 立 人   名    称        関西非正規等労働組合 

 

代表者職氏名        執行委員長 橋口 昌治 

                 

              （電話 ０７５－６８１－６９０４ ） 

 

 

 所 在 地              京都市○○○ 

 
 

被申立人   名    称        特定非営利活動法人京都暮らし応援ネットワーク 

 

            代表者職氏名               代表理事 藤 喬 
 

             （電話 －－ ） 
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        ２ 請求する救済の内容  

(１ )  被申立人は、申立人が令和２年１０月２４日及び令和３年１月２８日に申

し入れた団体交渉に誠実に応じなければならない。  

(２ )  被申立人は、申立人の要求を無視して交渉事項について組合員個人に接触

する、申立人と合意したことを反故にする、などの支配介入をしてはならな

い。  

(３ )  被申立人は、縦１メートル、横２メートルの白紙に下記の通り記載し、被

申立人が設置する掲示板（京都事務所及び阪神事務所）に、４週間掲示しな

ければならない。  

 

記  

 

この度、京都府労働委員会から、当法人が、貴組合が申し入れた団体交渉

に誠実に応じなかったこと、及び貴組合に支配介入したことは、労働組合法

第７条第２号及び第３号違反であるとして、不当労働行為であると認定され

ました。  

当法人は、このような行為につき深く謝罪するとともに、今後は団体交渉

に誠実に応じ、支配介入しないことを、貴組合に約束します。  

 

○年○月○日（掲示の日を記載）  

関西非正規等労働組合  

執行委員長  橋口 昌治 様  

 

特定非営利活動法人京都暮らし応援ネットワーク  

代表理事 藤 喬 
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        ３ 不当労働行為を構成する具体的事実  

(１ )  当事者  

ア   申立人  

申立人は、年齢、性別、国籍を問わず、就業中・失業中を問わず、また雇用形態のい

かんによらず、誰もが加盟することができる個人加盟の労働組合で、平成１８年に結成

され、令和３年３月現在、組合員は１１８人である。 

イ   被申立人  

被申立人は、平成２４年３月に設立され、京都市に主たる事務所を置き、

電話相談事業を営む法人である。従業員は、令和３年３月現在、約３０人

である。  

 

(２ )  不当労働行為を構成する具体的事実  

ア  申立人組合が被申立人法人に団体交渉を申し入れるまでの経緯  

①   A組合員（以下「 A組合員」とする。）は、被申立人法人に、平成２

５年４月より相談員として雇用され、現在に至るまで相談員として勤務

している。これに加え、A組合員は、被申立人法人に、平成３０年１１

月より事務員として雇用され、令和３年１月に事務員を退職した。  

②   被申立人法人は、令和２年５月より、A組合員からハラスメントを受

けたとの Hコーディネーター（以下「 H氏」とする。）の訴えに基づき、

一時的・暫定的な処置として、 H氏と顔を合わせないようにするため、

A組合員が事務員として出勤する日を指定するようになった。なお、 A

組合員は、平成３０年１１月の事務員としての雇い入れ時に、出勤日時

を自由に決められるとの説明を受け、実際、令和２年４月までは、他の

仕事などを考慮して自由に出勤日時を決めて勤務していた。  

③   A組合員は、 H氏から訴えのあったハラスメント事案について事実確

認もなされないままであったのではあるが、あくまでも一時的・暫定的

な処置として、不本意ながらもその出勤調整に従っていたところ、令和
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２年９月には、曜日配列などの都合から給与振込作業のためにどうして

も必要があったため、事前に藤喬代表理事（以下「藤氏」とする。）に

メールで予告をして返信がないことを確認した上で、指定日以外に出勤

した。  

④   被申立人法人は、令和２年１０月１２日付で、指定日以外に出勤した

ことにつき、「服務規律違反について」という表題の文書を A組合員に

対して送付し、同組合員に弁明書の提出を求めた（甲１）。この文書

には、予定されている懲戒処分の内容や就業規則の適用条項が示されて

おらず、懲戒処分の検討をしているのが「ハラスメント委員会」という

根拠不明の組織体であり、出勤調整を始めたのが実際は５月であるのに

７月であるとされている事実誤認があった。  

⑤   A組合員は、上記の「服務規律違反について」という表題の文書を読

んでこわくなり、従前より組合員であった申立人組合に相談し、弁明書

（甲２）を提出するとともに、申立人組合から団体交渉を申し入れる

ことに決めた。  

 

イ  申立人組合が被申立人法人に団体交渉を申し入れてからの経緯  

①   令和２年１０月２４日に、申立人組合は、「ご質問やご回答は A組合

員ではなく、当労組担当者までお願いいたします」とした上で、以下

の８点を要求する「団体交渉申入書」（甲３）を、被申立人法人に送

付した。  

(ア )  理事会及びハラスメント委員会の議事録を提出すること  

(イ )  ハラスメント委員会の規約及びメンバーの氏名を提出するこ

と  

(ウ )  「服務規律違反について」という表題の文書を A組合員に対し

て送付したことにつき謝罪し、慰謝料を支払うこと  

(エ )  全従業員に本件の経緯を説明すること  
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(オ )  A組合員に出勤調整を求めないこと  

(カ )  差し迫っている１１月の出勤は A組合員の希望によること  

(キ )  運営会議を再開し、適切に情報共有をするなど、 A組合員が２

０２０年４月以前のように働ける環境を整備すること  

(ク )  その他関連事項を話し合うこと  

②   同年１１月９日に、藤氏は、申立人組合及び A組合員から同組合員に

直接接触せずに申立人組合に連絡するようにとの要求（甲３、甲４）

に反し、同組合員に対して直接出勤調整を求めるメールを送信した（甲

５）。このことにつき、同年１１月１０日、申立人組合は、抗議文を

発した（甲６）。被申立人法人の代表理事である藤氏が、「関西非正

規等労働組合からの要求項目（５）で『 A組合員への出勤調整は求めな

いこと。』と求められていることは承知しています」と書きながらあ

からさまにそれに反した行為に及ぶということは、組合からの要求を

真剣に捉えていないと同時に、組合を軽視して弱体化を目論む支配介

入であると評価できる。  

③   同年１１月１２日に、京都市地域多文化交流ネットワークサロンに

て、被申立人法人と申立人組合との間での第１回団体交渉が開催され

た。  

 被申立人法人からは、代表理事である藤氏、副代表理事である山上

義人氏（以下「山上氏」とする。）、事務局担当の理事である関根隆

晃氏（以下「関根氏」とする。）が出席していたのであるが、その法

人側出席者は、ことあるごとに「持ち帰って理事会に聞いてみないと

わからない」と繰り返した。これは、被申立人法人が申立人組合との

団体交渉に真摯に臨んでいないことの表れである。  

その団体交渉では、被申立人法人理事会の立ち上げた「ハラスメン

ト委員会」には規約がなく、パワハラ行為の事実認定はおろか、事実

関係の聞き取りすら行われていなかったことが明らかになった。  
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 にもかかわらず、H氏には出勤調整を求めず A組合員にだけ一方的に

出勤調整を求めることは、バランスを欠きアンフェアではないかと申

立人組合は指摘したところ、藤氏と山上氏は、理由を説明することも

なく「アンフェアではない」との主張に終始した。団体交渉において、

使用者が、組合からの指摘に対し、何らの説明もせずに自説の結論の

みを繰り返すという態度は、極めて不誠実である。  

 また、聞き取りを行わずに出勤調整を強いたことは一方的な労働条

件の引き下げではないかという申立人組合からの指摘に対しては、「出

勤調整は命令であり問題ない」との認識を、藤氏及び山上氏は示した。

藤氏も山上氏も、A組合員の勤務実態、同組合員が事務員として雇い入

れられる際に受けた説明内容、雇い入れ時に説明を受けた人物などを

把握できていなかった。申立人組合が２週間以上も前に団体交渉を申

し入れたにもかかわらず、主な論点となることが予想される A組合員の

労働条件について、被申立人法人が十分な下調べをせずに団体交渉に

臨んだということは、不誠実と言わざるを得ない。  

 山上氏は、H氏と A組合員の希望を対等に聞いて出勤予定を決めてい

ると思い込んでいたが、実際の具体的な出勤調整の方法は、先に H氏の

希望を聞いて予定を埋めた後に、A組合員には空いているところから出

勤日を選ぶように藤氏が指示していたことが明らかになった。出勤調

整の方法という団体交渉における重要な議題について、団体交渉に出

席する理事たちの間で事実認識に齟齬があったということは、これま

た被申立人法人側の団体交渉への準備が不十分であり、不誠実である。 

 全従業員に本件の経緯を説明することについては、藤氏は、「法人

としてそのような文書は出さないことに決めている」と繰り返すばか

りであった。申立人組合のほうから文案を作ろうかと提案しても、被

申立人法人側は１分以上沈黙し、「持ち帰って理事会に聞いてみない

とわからない」、「持ち帰るというのはおかしいですか？」などと藤
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氏は開き直るばかりであった。申立人組合は、藤氏は代表理事なのだ

からこの場で決めることができるはずだと追及した。被申立人法人側

は５分ほど沈黙を続けた後、申入書の「要請」や「説明」といった細

かい文言に藤氏が難癖をつけ、その後はさらに１０分ほど沈黙するば

かりであった。その挙句、藤氏は、申入書の「その他、理事たち」の

指す内容についての曲解を披露するなどして、申立人組合からの問い

に答えなかった。団体交渉において、組合からの問いかけに対し沈黙

または揚足取りのような態度を繰り返すことは、不誠実団交に相当す

る。  

 その後、「（先に H氏の予定を埋めてから A組合員に聞いたように）

公平なやり方をしなかったのは、そうかなと」と藤氏が発言したよう

に、尐なくとも出勤調整のやり方が公平ではなかったことを被申立人

法人は認めた。  

 給与の支払いを遅らせるわけにはいかないとやむを得ず出勤した A

組合員に対して、被申立人法人が、出勤に至るまでの藤氏と A組合員と

の間メールのやり取りも正確に把握しないまま、「服務規律違反につ

いて」という文書を送ったことには問題があると申立人組合は指摘し

たが、藤氏は「処分を検討すると言っただけで、実際は行っていない

から問題がない」と述べた。申立人組合が「処分を検討すると言われ

ただけでも労働者にとっては恐怖なんですよ」と指摘したように、労

働者と使用者とでは対等な立場ではないところ、この被申立人法人の

態度は、使用者であるという権力性に無自覚であり、労働組合法を始

めとする労働法の理念を理解していないことが窺われる。  

 こうした申立人組合からの諸指摘に対し、被申立人側は始終沈黙し

ていた。団体交渉に予定されていた２時間が経過した後で、藤氏は「謝

罪することもやぶさかではない」と言い、「組合が文書を作ったらい

いかな」と述べた。  
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 しかし、「慰謝料のことは考えていなかった」と藤氏は述べた。申

立人組合からの申入書にはっきり書いていた慰謝料について考えてい

なかったということは、団体交渉を軽視しているとしか考えられない。 

 さらに、「運営会議を予定通り開催すること」という申入書の項目

については、「運営会議を開いていないから参加できない」という現

状の事実を述べるのみであり、被申立人法人が団体交渉申入書を読ん

でいるのかさえ疑われた。  

④   A組合員は、同年１１月１３日に、第１回団体交渉までの経緯を、被

申立人法人がよりそいホットラインという電話相談事業を受託してい

る委託元である一般社団法人社会的包摂サポートセンターの E事務局

長（以下「 E氏」とする。）に電話で伝え、 E氏は、藤氏及び H氏に指

導をすると約し、１１月１６日に実際に指導した。  

⑤   申立人組合は、同年１１月１９日に、藤氏及び E氏に宛てて、以下５

点の合意項目の案をメールで送信した（甲７）。  

(ア )  人格否定及び不適切な出勤調整について謝罪すること  

(イ )  懲戒処分を検討しているとして弁明書の提出を求めたことを

撤回し謝罪すること  

(ウ )  全従業員に本件の経緯を説明すること  

(エ )  A組合員が適切な環境で働けるように情報提供のあり方など

を改善すること  

(オ )  人格否定及び不適切な出勤調整について慰謝料を支払うこと  

⑥   その後、申立人組合、藤氏、E氏の三者での調整を経て、同年１２月

９日に、被申立人法人から、理由の説明もしないまま、申立人組合が

示したほぼすべての合意項目について合意できないとする回答があっ

た（甲８）。  

「『出勤調整は、『被害』の訴えをしたコーディネーターの出勤希

望を先に尋ね、空いているところを Aさんが埋めるという形で⾏われて
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いた。』など、いくつか異論はある」とのことであるが、１１月１２

日の第１回団体交渉で被申立人法人が認め、メールも残っていて否定

のしようもない事実である出勤調整の方法について、この期に及んで

異論を差し挟むということは、組合の存在意義を否定する支配介入と

しか考えられない。  

「『公正さを⽋く不適切な出勤調整を⾏った』など、表現について

訂正が必要だ」ということも、第１回団体交渉で「（先に H氏の予定を

埋めてから A組合員に聞いたように）公平なやり方をしなかったのは、

そうかなと」と藤氏が発言したことと真っ向から矛盾している。これ

についても、支配介入でないとしたら、団体交渉に誠実に向き合って

いなかったとしか評価できない。  

「いつどの理事から⼈格否定を受けたのか何も明らかにされていな

い」ということについては、第１回団体交渉の席上で、申立人組合は、

藤氏が A組合員に対して十分な時間的余裕を与えずに H氏の予定が埋

められた出勤表を提示したこと、その出勤表に従えないことを A組合員

がメールで説明した上で出勤したら懲戒処分を検討しているという文

書を同組合員に対して送付したこと、事務所でぎっくり腰になった A

組合員に対して小松潤之理事が腰の痛む部分を勝手に押したことに加

え「自転車に乗って早く帰れ」や「（ぎっくり腰のきっかけとなった）

かばんが重いのは  AD HD  の傾向だ」などと言ったこと、保田美幸理

事（以下「保田氏」とする。）が出勤調整を投げ出したこと、などと

明示していた。  

 文案に関しては、藤氏が申立人組合に伝えたところによると、一週

間後に再度理事会を開いて理事会なりの合意文書案を考えるとのこと

であった。  

⑦   A組合員は、上記の被申立人法人の態度に加え、第１回団体交渉を経
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た同年１２月も出勤調整命令を受け、相変わらず業務に必要な情報も

十分に共有されなかったことにより、このままでは安心して勤務を続

けることができないと判断し、同年１２月１４日に、令和３年１月１

５日付で事務員を退職するという退職届を提出した。  

⑧   同年１２月１９日に、同年１１月１０日に申立人組合が送付した抗

議文（甲６）にもかかわらず、藤氏は、申立人組合に対して回答をし

ないまま、被申立人法人事務所に出勤していた A組合員に対して、「１

月で退職するというのはもう変わらんのですか」、「（組合への回答

作成を）やっている最中やから」などと直接話しかけた。組合が交渉

を申し入れており、抗議も受けたにもかかわらず、全く反省もせずに

組合員個人に対して直接交渉を持ちかけることは、組合運営に対する

支配介入以外の何物でもない。  

⑨   同年１２月２２日になっても被申立人法人からの回答がなかったた

め、申立人組合から督促メールを藤氏に送ったところ、同年１２月２

３日に、「 12月 21日（月）の法人理事会の結論をお伝えします。貴組

合が作成した【経緯を説明する文章の案】を修正したり、作成するこ

とは法人としてすべきではない。との結論となりました。」という、

到底回答とは呼べない返信があった（甲９）。一週間後の理事会で文

案を作成して示すと組合担当者に約束したにもかかわらず、督促を受

けてから文案を作成すべきでないと伝えるということは、組合軽視も

甚だしく、組合運営への支配介入であると評価できる。  

⑩   令和３年１月２８日に、申立人組合は、被申立人法人に対して、改

めて以下の７点を要求する「団体交渉申入書」を、被申立人法人に送

付した。（甲１０）。  

(ア )  A組合員によっておこされたとするハラスメントについての

法人側の判断を開示すること  

(イ )  懲戒処分を検討しているとして弁明書の提出を求めたことの
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誤りを認め謝罪し、慰謝料を支払うこと  

(ウ )  全従業員に本件の経緯を説明すること  

(エ )  不適切な出勤調整について謝罪し撤回すること  

(オ )  組合が提示した合意項目の案に誠実な回答を寄せること  

(カ )  法人が次年度に事業継続をしないと決めた経緯について説明

すること  

(キ )  その他関連事項  

⑪   第２回団体交渉の当日である同年２月２４日午前６時頃に、藤氏が、

申立人組合に対し、「要求項目に対する回答」をメールで送信した（甲

１１、甲１２）。そこに添付されていた資料は、すべて A組合員が手

元に所持しているものであり、何らの新しい情報もなかった。団体交

渉までに確認できるかどうかもわからないような当日の朝に、実質的

な内容のないメールを送るということは、団体交渉に誠実に臨んでい

ない姿勢の表れである。  

⑫   同日午後１時より、京都市地域多文化交流ネットワークサロンにて、

被申立人法人と申立人組合との間での第２回団体交渉が開催された。  

 法人側からは、第１回団体交渉に参加していた藤氏、山上氏、関根

氏に加え、保田氏も出席した。保田氏は、山上氏に対して、「私も今

日来ることにしたから」と述べた。被申立人法人側は、誰が団体交渉

に参加するかという調整すら事前にしていないようであった。  

そして、またしても法人側参加者が「理事会に聞いてみないとわか

らない」と繰り返したため、申立人組合は「団体交渉には決定権限の

ある責任者が出席してください、代表理事は決定権限がありますよね」

と追及し、藤氏はそれに同意した。このような態度から、被申立人法

人は、形式的に団体交渉を開催しておけば、誠実に臨まなくてもよい

と考えているように思われる。  

その団体交渉は、被申立人法人側と申立人組合側の双方に第１回団
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体交渉に参加していなかった者がいたこともあり、事実経過を振り返

ることから始められた。  

 A組合員が H氏に対してハラスメント行為をしたという事実認定は

一切されていないこと、「服務規律違反について」という表題の文書

で問題視されていた令和２年９月の出勤は、A組合員が藤氏に予告した

上で返信がない状態でなされていたこと、先に H氏の予定を埋めてから

A組合員に出勤予定を提示したことなどが再確認された。出勤調整につ

いては、保田氏が「（５月に）山上さんに引き継いだ」と述べつつも、

山上氏は「乱暴な引き継ぎだったのでよくわからなかった、私ではな

く藤さんが引き継いだ」と述べるなど、被申立人法人側の態度が一致

していなかった。ここからも、被申立人法人が十分な準備をせずに団

体交渉に臨んでいることが窺える。  

 被申立人法人は、「理事会に持ち帰る」と繰り返すばかりで、申立

人組合が求めている謝罪もしなければ他の従業員への経緯説明もしな

いという姿勢を固持した。被申立人法人が令和２年１２月２３日に出

した「貴組合が作成した【経緯を説明する文章の案】を修正したり、

作成することは法人としてすべきではない。との結論となりました」

という文言の趣旨についても、藤氏は「組合が作成した文案に手を加

えるべきではない」などと支離滅裂な弁明をするばかりで、明確な説

明は得られなかった。申立人組合は、「それなら組合が作成した文案

を参考にして理事会が文案を作成すればよいではないか」と反論した

が、藤氏からの応答はなかった。  

 とはいえ、被申立人法人が事業継続をしないと決断した理由を全従

業員に十分に説明できていないままであることは事実であり、逆転の

発想で考えると全従業員に何らかの説明をするせっかくの機会なのだ

から、被申立人法人が、全従業員に通知する文案を考え、２週間後ま

でに申立人組合に伝えると、藤氏は約束した。申立人組合は、ハラス
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メントについて事実確認をしないまま A組合員に対して出勤調整命令

をして懲戒処分を告知したという経緯や、被申立人法人が事業継続を

しないと決定した経緯をその文案の中に盛り込むことを要求し、被申

立人法人はそれに異議を述べなかった。  

 慰謝料の支払いについては、藤氏が「慰謝料を払う金がないんです」

と述べた。また、保田氏は「前回の団体交渉でどのような話をしたの

か知らなかったから、私は慰謝料を払うべきではないと（理事会で）

強硬に主張した」と述べた。第１回団体交渉で話し合ったことを理事

会に伝えて検討するということを怠っていたことは、第２回団体交渉

に臨む姿勢として不誠実と言わざるを得ない。  

そうはいっても、A組合員が精神的苦痛を受けて事務員を退職せざる

を得ない状況に追い込まれているのだから、慰謝料について、藤氏は

「１万円くらいだったら何とかみんなから千円ずつ集めて１万円と

か」と述べ、山上氏は「（出勤調整を提示する）日時が一週間前と言

っていたのに直前だったり、そういう若干の問題はあったと思うけれ

ども、やっていたことが間違っていたという認識は持っていない…た

だ、Aさんが今回精神的苦痛を受けて辞めざるを得なくなった。そのこ

とに対して理事が全く責任がないかというとそうも言えないだろう。

そういう面で Aさんが辞めて苦境に陥っているから何とか多尐でもみ

んなでカンパしてお金を出そうかと、そういうことならあり得ると思

うし、僕も協力してもいい。……精神的な苦痛も受けたでしょうし、

理事が本当に Aさんに対等に向き合ってきたのかという反省もありま

すし……落としどころとして、理事が意見交換をして結論を出したい。

一概に０か１００かということではない」と述べるなど、被申立人法

人が一定の金銭を支払うという解決案が被申立人法人から示された。

関根氏は、その評価はともかく、事実経過については、法人側と組合

側に認識の相違はないと発言した。  
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⑬   第２回団体交渉から２週間後の同年３月１０日が経過した時点で、

被申立人法人から、回答や文案の提示はなかった。  

⑭   同年３月１１日、被申立人法人から、従業員への通知文案が示され

た（甲１３）。それは、第１回団体交渉及び第２回団体交渉で話し合

い、被申立人法人も合意した事実経過が全く記載されていないばかり

か、事実確認も団体交渉での議論もされていない「一方の従業員がコ

ーディネーター業務への関与を強めてしまったことがコンフリクトの

背景にあったと理解しています」とさも A組合員が悪いかのような記述

をするなど、申立人組合への誠意が全く感じられないものであり、組

合員を悪く言うものであった。第２回団体交渉において法人側が０で

はないと言っていた、本件を解決するための金銭については言及がな

かった。このように、団体交渉で話したことと全く食い違った回答を

するということは、組合を軽視した支配介入でないとしたら、団体交

渉に誠実に向き合っていなかったとしか評価できない。  

⑮   同年３月１５日、申立人組合は、被申立人法人に対して、３月１１

日に送信された回答は不適切であることを指摘し、謝罪的なものや解

決金的なものについてはどうなったのかと問うメールを送信した（甲

１４）。  

⑯   同年３月１７日、被申立人法人から、「一定の事実を提示したり、

解決金を支払ったりするような内容を記述するとの約束はしていませ

ん。当法人としての説明文案は先日お送りした通りです」とする回答

があった（甲１５）。確かに、全従業員に通知する文書において、一

定の事実を提示するという約束や、解決金を支払ったという内容を記

述するとの約束はしていないが、A組合員が H氏からのハラスメントの

訴えを受けた理事会から出勤調整をされて懲戒処分の通告を受けて辞

めざるを得なくなったという事実経過を記述することは約束し、全従

業員に示す文案に盛り込むかどうかは別にして解決金を支払うことは
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約束した。詭弁を弄してその約束を反故にするということは、組合軽

視の支配介入であるとともに、誠実に団体交渉を受けていないという

ことでもあり、看過することはできない。  

⑰   申立人組合は、近日中に、団体交渉を申し入れる予定であるが、こ

れまでの被申立人法人の態度からして、誠実に団体交渉に応じず、組

合を軽視して約束を守らないことが強く予想される。  

 

ウ  その他関連事項  

（省略）  

 

エ  結語  

 以上より、被申立人法人は、形式的にこそ団体交渉を開催しているもの

の、参加する理事たちの間で何度も重要な事実の認識に相違が見られたほ

どに団体交渉に十分な準備をせずに臨み、ことあるごとに「理事会に持ち

帰らないとわからない」と繰り返すなど、その態様は極めて不誠実である。 

 また、申立人組合との交渉事項につき組合員個人に接触して交渉し、申

立人組合との約束を何度も破り、団体交渉での話し合いを踏まえた回答と

はとても呼べないような返答に終始するなど、労働組合軽視に基づく支配

介入を繰り返している。  

正常な労使関係の確立のために、申立人組合は、本件救済申立に至った

次第である。  

 

以上  


